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平成26年度税制改正大綱発表　　（所長：奥村隆志）

去る平成25年12月12日に与党から「平成26年度税制改正大綱」が公表されました。

本大綱は、今後の国会において審議されることとなりますが、可決成立する可能性が極めて高いため、こ

の中から、早急に顧問先様にお伝えさせていただいた方がいいと思われる内容をピンポイントでご案内さ

せていただきます。

１．ゴルフ会員権の譲渡損失の損益通算廃止

　個人で所有しているゴルフ会員権やリゾート会員権については、従来、譲渡した場合の譲渡所得は、他

の所得（給与所得、事業所得など）と損益通算し、総合所得課税されていました。

　すなわち、ゴルフ会員権等で譲渡損失が発生した場合に、他の所得と損益通算することにより、他の所

得に係る税金を軽減する効果があったわけです。

　この扱いが平成26年3月31日までの譲渡までで終了し、平成26年4月1日以降に譲渡した場合の譲渡損

失は他の所得と損益通算できないこととなりました。

　個人所有のゴルフ会員権等を所有されている方で含み損がある場合は、平成26年3月31日までの譲渡

を検討することをお勧めします。

２．生産性向上設備投資促進税制の創設

　法人又は個人事業主を対象に、生産性の向上を目指した設備投資（建物や構築物も含まれます）に対

し、強力な税制上の恩典措置が創設されました。

　詳細は、別紙添付資料をご参照ください。

　なお、この税制の適用の注意点として、

      設備の取得の前に経済産業局の確認手続きを行う
ことが必要ですので、設備投資を行う予定の顧問先様におか   れましては、必ず事前に弊事務所担当者

にご相談ください。

　また、製造業だけでなく、非製造業においても、設備投資上の投資収益率が５％以上（中小企業の場

合）であれば対象となりますので、可能性のある顧問先様はお早めに弊事務所担当者にご相談ください。

３．所得拡大促進税制の拡充

　法人又は個人事業主を対象に、給与等の支給額を増加させた場合、増加額の10％を税額控除する制

度です。

　平成25年度から本制度はスタートしておりましたが、この度、適用要件が大きく緩和され（平成24年度比

給与総額「５％以上増加」→「２％以上増加」に緩和）、非常に適用しやすい制度となりました。

　従業員数を増やしたり、給与の支給額を増やすことを検討されている顧問先様におかれましては、本税

制によるメリットも勘案してご検討されてはいかがでしょうか？
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